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本法において言及される「議会」は，一院制の議会である The Legislative Assembly 
for the Australian Capital Territory である。その構成と権限は，1988 年オーストラリア
首都特別地域（自治）法（Australian Capital Territory（Self Government）Act 1988）















ている。本「再公布法」の冒頭には「これは 2004 年人権法（2001 年立法法 11.3 部（編
集上の変更）の下で行われたいかなる変更も含む）の再公布であり，2010 年 1 月 2 日に
施行された。本再公布はまた，2010 年 1 月 2 日までに再公布された法律に影響する改正
（amendment），廃止（repeal）又は失効（expiry）も含む。／再公布された法律の立法史
及び改正史は末註 3 及び 4 に既述されている。」（／は原文改行，以下同様）との註記がある。
ただし，ここでいう末註（Endnote）は技術的な規定であり，理解可能な形に註記をする
と相当な紙幅をとるため，立法・改正史については別稿で検討する。なお，再公布には
二種類あり，「2001 年立法法（the Legislation Act 2001）が適用される公式の再公布」と













人権規定の訳出に関して，次の点を注記しておきたい。第一に，第 17 条では public 
affairs ではなく public life という用語が用いられており，公務就任権を含む広義の参政権
が意図されていると解されるため，表題を「公的社会活動への参加権」と訳している。第
二に，第 21 条で用いられている national security は「国民の安全保障」とも解すること
が可能であるが，本条文が市民的及び政治的権利に関する国際規約第 14 条第 1 項に依拠
していることもあり，ここでは同条同項の公定訳に準じて訳語を選定した。第三に，時代
の要請に応じて he, his, him などとあるところが全て he or she, his or her, him or her と
されている。たとえば，第 22 条第 1 項～第 4 項は，市民的及び政治的権利に関する国際
規約第 14 条第 2 項～第 5 項とほぼ同一条文であるが，日本語としては不自然な場合もあり，







一　 本資料は 2010 年 1 月 2 日に施行された版（再公布第 7）に基づく。最終改正は，
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 2 　 個人の権利を尊重し，保護し，促進することは，共同体全体の福祉を向上させる。













第 1 部　総則  Preliminary
第 1 条　法律名
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signpost 
definitions）への言及を含む




る定義を定めている場合を除く（参照，立法法第 155 条及び第 156 条 1 項）。
第 4 条　註
　本法に含まれている註は説明のためのものであり，本法の一部ではない。













　 1 　 1991 年平等法（the Discrimination Act 1991）又は他の首都特別地域法の下にお
ける諸権利










































































































































































































第 29 条　第 4 部の適用
　第 4 部は全ての首都特別地域法に適用される。
第 30 条　法律と人権の解釈














　註　 本項の下で考慮される諸事項は，立法法第 141 条第 2 項の下で考慮されるものと一
致する。













































































第 39 条　第 37 条及び第 38 条の不遵守




0 0 0 0
public authority の意味 
  
⑴　以下のそれぞれが公的機関













当該機関の機能を行使する個人への言及を含む（参照，立法法 184A 条第 1 項）。
⑵　ただし，公的機関












0 0 0 0 0 0 0 0 0








　⒠　 当該機関が行うその機能が（会社法 the Corporations Act の意味する範囲内での）
会社であるか否か，出資の大半が首都特別地域によってなされているか若しくはそ
のためになされているか。
⑵　 第 1 項は，その機能が公的性質を持つか否かを決定するに当たって考慮に入れること
が出来る事項を制限するものではない。
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⑶　 第 2 項 a の下での訴訟手続は，裁判所が別段の命令を発する場合を除いて，申し立て
られた当該行為が起きた当該期日（又は最後の日）から 1 年を超えない期限内に開始
されなければならない。






　註　第 18 条第 7 項及び第 23 条も参照。
⑹　本条において：
　　公的機関










































1 8 ⑴ 人として認められる権利 16
2 8 ⑵ 区別等なしに権利を享受する権利 2 ⑴
3 8 ⑶ 法の前の平等及び平等保護 26





6 11 ⑴ 家族の保護 23 ⑴
7 11 ⑵ 子どもの保護 24 ⑴
8 12 プライバシー及び名誉 17 ⑴
9 13 移動の自由 12 ⑴
10 14 ⑴ 思想，良心及び信教の自由 18 ⑴ , ⑶
11 14 ⑵ 信教の自由を制限するような強制
の禁止
18 ⑵ , ⑶
12 15 ⑴ 平和的集会 21
13 15 ⑵ 結社の自由 22
14 16 ⑴ 意見を持つ自由 19 ⑴
15 16 ⑵ 表現の自由 19 ⑵ , ⑶
16 17 公的生活への参加権 25
17 18 ⑴ - ⑺ 身体の自由及び安全 9
18 18 ⑻ 契約上の義務を理由とする監禁の
禁止
11
19 19 自由を奪われた時の人道的取扱 10 ⑴ , ⑵ ⒜
20 20 刑事手続における子ども 10 ⑵ ⒝ , ⑶
21 21 公平な裁判 14 ⑴







23 22 ⑵ 罪を問われている者に対しての最
小限度の保障
14 ⑶
24 22 ⑶ 罪を問われている子どもの権利 14 ⑷
25 22 ⑷ 再審理を受ける権利 14 ⑸




28 25 刑罰法規の不遡及 15 ⑴
29 26 強制労働からの自由 8 ⑴ , ⑵ , ⑶ ⒜ , ⑶ 
⒞




　註 2　例えば，立法法の辞書第 1 部は，以下の用語を定義している：





 ・〔法律用語としての〕できる（may） （第 146 条参照）
 ・訴訟手続（proceeding）
 ・制定法上の文書（第 13 条参照）。
　 行為
0 0 0















0 0 0 0
（court ）は以下を含む：
 





0 0 0 0 0






　⒝　行動することを怠ること（omit to do an act）。
　公的性質を持つ機能
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0











ICCPR は市民的及び政治的権利に関する国際規約（the International Covenant on 
Civil and Political Rights）を意味する。
 
　国際法







0 0 0 0 0
（public authority）—第 40 条参照。
　 首都特別地域法
0 0 0 0 0 0 0 0
（Territory law）は〔首都特別地域における〕法律又は成文の法的文
書を意味する。
